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はじめに 

 

 内閣府が公表した令和３年１１月の月例経済報告では、基調判断について「景気は、新型コロ

ナウイルス感染症による厳しい状況が徐々に緩和されつつあるものの、引き続き持ち直しの動き

に弱さがみられる。」としています。 

 また、先行きについては、「経済社会活動が正常化に向かう中で、各種政策の効果や海外経済

の改善もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、供給面での制約や原材料価

格の動向による下振れリスクに十分注意する必要がある。また、感染症による内外経済への影響

や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。」としています。 

 

 このようなことから、政府は、「決してデフレに戻さないとの決意を持って、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止に万全を期す中で、雇用の確保と事業の継続を通じて、国民の命と暮

らしを守り抜く。」ことに加え、「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」等に基づき、グリー

ン、デジタル、活力ある地方創り、少子化対策の４つの課題に重点的な投資を行い、力強い成長

を実現する。」としています。 

 

このような経済社会情勢における本市の財政状況は、令和２年度普通会計（一般会計、人材育

成事業特別会計、土地区画整理事業特別会計）決算において、実質収支４億８，７５５万６千円

の黒字となっています。また、財政の硬直性をあらわす経常収支比率は９０．７％と前年度比で

２．１ポイントの改善がみられるものの、依然として県内都市平均（８９．７％）を上回り、県

内１１市中７番目の数値となっています。 

また、財政健全化法に基づき公表が義務付けられた４つの財政指標（実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）では、国が定めた早期健全化基準をクリアしており

ますが、更なる経営の健全化に向けた取り組みの強化が必要です。 

今後の歳入について、市税は新型コロナウイルス感染症による影響で令和４年度は減収が見込

まれますが、令和５年度以降は景気等の回復に伴い、増収が見込まれます。地方交付税は、令和

４年度の市税等の減額に伴う増額を行う制度設計のため、一般財源総額の増額は期待できません。 

一方、歳出においては、医療費や保育関係経費を含む社会保障費が大幅に増加していることに

加えて、社会情勢を背景とした新たな財政需要の増加も見込まれることから、収支見通しでは本

市財政状況はかなり厳しい局面に差し掛かっております。 

財政計画は、「つながりを深めチャレンジするまち糸満市」を将来像に掲げる第５次総合計画

及び実施計画の実行性の確保と具体化のための指針として、また、予算編成・予算執行にあたっ

ての指針として、第８次行革大綱と整合性を図りながら健全な財政運営に資することを目的に作

成するものです。 

財政計画は、第５次総合計画の確定が遅れたため、計画策定に時間を要しました。 

今回は、令和２年度決算額、令和３年度当初予算額を踏まえ、令和４年度から５年間の収支を

推計し、その対策において的確な財政運営につなげるものであります。 

今後は、新たに見直しを行った財政計画と第８次行革大綱を基に財政の早期健全化に向け、行

財政改革に引き続き傾注してまいります。 

 

 

 

令和３年１２月 

糸満市長  當銘 真栄
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Ⅰ．令和２年度決算及び中期的財政見通し 

 

１ 令和２年度決算の概要 

普通会計（一般会計に人材育成事業特別会計、土地区画整理事業特別会計を加えたもの）の

令和２年度決算は、歳入が３６５億６，５４７万９千円、前年度比６８億８，３０２万千円、

２３．２％増、歳出は３５９億４４９万７千円、前年度比６８億２，９２３万３千円、２３．

５％増となり、歳入は２年連続増加し、歳出は９年連続の増加となっています。 

 

歳入について、地方税は市民税法人分が税率改正及び事業実績の減で収入減となっていまし

たが、市民税個人分の特別徴収納税者の増、固定資産税の新築家屋の増により、４，４５０万

２千円、０．７％増、地方交付税が１億６，７９８万３千円、３.１％減、地方消費税交付金

は２億１，６７３万５千円、２２．８％増、国庫支出金は特別定額給付金補助金、新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の皆増により、７９億１，７０８万円７千円、１１８．

４％増、県支出金は沖縄振興特別推進交付金等の増により、８億５，３８５万３千円、１９．

０％増となっています。（表１－１）。 

繰入金はふるさと応援基金繰入金の増により、２，３７３万円、５．３％増、寄附金は土地

開発公社寄附金の皆減により、１８億１４０万４千円、８４．１％減、諸収入に関しては、名

城遺跡緊急発掘調査事業等の皆増により、７，７７７万７千円、５０．７％増、繰越金は７，

５１６万円、３２．３％減、地方債は公営住宅整備事業債の増により、２億９，２６５万２千

円、１５．６％増となっています。 

 

＜表１－１ 令和２年度普通会計決算における概要（歳入）＞ 

増減額 C 増減率

区　　分 A-B
（千円）

C/B×
100

　地方税 6,070,168 16.6 6,025,666 20.3 44,502 0.7

　分担金・負担金 83,885 0.2 209,961 0.7 △126,076 △60.0

　使用料・手数料 209,083 0.6 239,556 0.8 △30,473 △12.7

　財産収入 170,258 0.5 457,423 1.5 △287,165 △62.8

　繰入金 473,279 1.3 449,549 1.5 23,730 5.3

　諸収入 231,235 0.6 153,458 0.5 77,777 50.7

　その他（※1） 496,498 1.4 2,373,062 8.0 △1,876,564 △79.1

小　計 7,734,406 21.2 9,908,675 33.4 △2,174,269 △21.9

　地方交付税 5,225,020 14.3 5,393,003 18.2 △167,983 △3.1

(1)普通交付税 4,753,458 13.0 4,908,539 16.5 △155,081 △3.2

(2)特別交付税 471,562 1.3 484,464 1.6 △12,902 △2.7

　国庫支出金 14,602,534 39.9 6,685,447 22.5 7,917,087 118.4

　県支出金 5,342,834 14.6 4,488,981 15.1 853,853 19.0

　地方債 2,171,254 5.9 1,878,602 6.3 292,652 15.6

うち臨財債 508,000 1.4 538,402 1.8 △30,402 △5.6

　地方譲与税等（※2） 1,489,431 4.1 1,327,750 4.5 161,681 12.2

小　計 28,831,073 78.8 19,773,783 66.6 9,057,290 45.8

歳入合計 36,565,479 100.0 29,682,458 100.0 6,883,021 23.2

※1 その他＝自主財源のうち、寄附金・繰越金
※2

令和2年度
決算 A
（千円）

令和元年度
決算 B
（千円）

構成比
(%)

構成比
(%)

地方譲与税等には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税
交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車税環境性能割交付金、法人事業税交付金、地方特
例交付金、交通安全対策特別交付金および国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

依
存
財
源

自
主
財
源
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歳出については、義務的経費において、人件費については定年・勧奨退職者の減により退職 

手当負担金が減となっていましたが、会計年度任用職員の皆増により、５億８，５２４万３千 

円、１７．４％増、扶助費はひとり親世帯臨時特別給付金、子育て世帯への臨時特別給付金事 

業により、３億５，５１３万９千円、３．４％増、公債費は８，８０１万千円、４．５％減と 

なっています。（表１－２）。 

投資的経費は普通建設事業費全体では６億３，５１４万２千円、１６．０％増、内訳として、

普通建設事業の補助事業費が文化交流・情報発信拠点施設整備推進事業、市営住宅建設事業の

増により、５億６１８万７千円、１４．５％増、単独事業では耐震性貯水槽設置事業の増によ

り、１億３，３７６万３千円、３２．０％増、その他経費においては、物件費が市立小中学校

ＧＩＧＡスクール環境整備事業、地域経済とくらしを支える商品券事業の皆増により、５億３，

１６３万２千円、１９．４％増、補助費等は特別定額給付金給付事業の皆増により、６５億３，

５５１万千円、３５７．６％増、積立金は公共施設整備基金積立金の皆減により、１９億１，

１４４万千円、８５．４％減となっています。 

 

 

＜表１－２ 令和２年度普通会計決算における概要（歳出）＞ 

増減額 C 増減率

区　　分 A-B
（千円）

C/B×100

　人件費 3,947,093 11.0 3,361,850 11.6 585,243 17.4

　扶助費 10,840,462 30.2 10,485,323 36.1 355,139 3.4

　公債費 1,859,352 5.2 1,947,363 6.7 △88,011 △4.5

小　計 16,646,907 46.4 15,794,536 54.3 852,371 5.4

　普通建設事業 4,601,814 12.8 3,966,672 13.6 635,142 16.0

　（１）補助事業 4,003,958 11.2 3,497,771 12.0 506,187 14.5

　（２）単独事業 552,301 1.5 418,538 1.4 133,763 32.0

　（３）その他 45,555 0.1 50,363 0.2 △4,808 △9.5

　災害復旧費 8,967 0.0 5,716 0.0 3,251 56.9

小　計 4,610,781 12.8 3,972,388 13.7 638,393 16.1

　物件費 3,274,672 9.1 2,743,040 9.4 531,632 19.4

　維持補修費 331,863 0.9 266,055 0.9 65,808 24.7

　補助費等 8,363,083 23.3 1,827,572 6.3 6,535,511 357.6

　積立金 327,314 0.9 2,238,755 7.7 △1,911,441 △85.4

　繰出金 2,345,264 6.5 2,228,598 7.7 116,666 5.2

　その他（※1） 4,613 0.0 4,320 0.0 293 6.8

小　計 14,646,809 40.8 9,308,340 32.0 5,338,469 57.4

歳出合計 35,904,497 100.0 29,075,264 100.0 6,829,233 23.5

※1 その他＝投資および出資金、貸付金、予備費

令和2年度
決算 A
（千円）

構成比
(%)

令和元年度
決算 B
（千円）

構成比
(%)

そ
の
他
の
経
費

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

 
 

 

２ 市債残高の状況 

市債には、公共施設など長期にわたって市民に利用されるものについて、世代間における 

負担の公平性と財政負担の平準化のために発行する建設事業債等と、地方交付税の振替措置 

として地方公共団体が発行する臨時財政対策債があります。 

市債残高については、公営住宅建設事業をはじめとする普通建設事業の大幅な増加により、 

  令和２年度末現在高は令和元年度と比較して約４億円増加し、約１８８億６千万円となりま 

した。 
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３ 基金残高の状況 

  本市では、年度間の財源調整のための基金として財政調整基金を設置しているほか、市債 

発行や公共施設の整備等に伴う財政需要について、将来世代の負担軽減を図るために、減債 

基金と公共施設整備基金を設置しています。 

 このうち、財政調整基金については、市税等の伸びが好調な時期に決算時の歳入と歳出の 

差額などを計画的に基金へ積立ててきた結果、令和２年度末の残高は約１５億９千万円とな 

りました。 

 また、公共施設整備基金については、令和元年度に土地開発公社からの寄附金を積立てた 

ことにより大きく増加し、令和２年度末の残高は約１５億９千万円となりました。 

 

単位：百万円 

単位：千円 
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４ 財政指標の状況 

（１）経常収支比率 
財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、令和２年度は９０.７％となり、令和元年度の９ 

２．８％より２．１ポイント減となりました。主な要因としては、地方税が４，４５０万２ 

千円増加したことや地方消費税交付金が２億１，６７３万５千円増加したことにより、経常 

一般財源等が増加したことが挙げられます。 

 経常収支比率は、社会経済情勢の変動により大きく影響を受けることから、安定した財政

運営に必要な財源の確保が必要となります。 

 

経常収支比率の推移 

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

11,251,322 11,221,063 11,401,113 11,792,425 11,937,909 11,734,575

　うち人件費 2,825,066 2,830,968 2,863,988 2,998,334 2,978,241 2,865,935

　うち扶助費 2,269,618 2,327,598 2,400,395 2,602,179 2,908,745 2,690,044

　うち公債費 2,193,976 2,088,449 2,034,348 1,972,156 1,945,227 1,856,220

　うちその他 3,962,662 3,974,048 4,102,382 4,219,756 4,105,696 4,322,376

経常一般財源　Ｂ 12,503,020 12,242,402 12,662,981 12,573,261 12,869,832 12,944,251

経常収支比率 Ａ／Ｂ 90.0% 91.7% 90.0% 93.8% 92.8% 90.7%

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

90.0% 91.7% 90.0% 93.8% 92.8% 90.7%

25.2% 25.2% 25.5% 26.7% 26.5% 25.5%

20.2% 20.7% 21.4% 23.2% 25.9% 24.0%

19.6% 18.6% 18.1% 17.6% 17.3% 16.5%　公債費（一般財源）

経常経費充当
一般財源Ａ

経常収支比率

　人件費（一般財源）

　扶助費（一般財源）
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（２）実質公債費比率 

市債返済の負担の重さを表す実質公債費比率は、令和元年度と比較して０．１％減少し、 

   し、令和２年度は８．１％となりました。健全な財政運営を図るには既往債の繰上償還を 

実施する必要がありますが、今後収支不足が予想される現状では困難であり、今後とも引 

き続き投資的事業の抑制、地方債発行の抑制が不可欠であります。 

また、地方債発行についても借入後の元利償還金が地方交付税に算定されるものを選択 

するなど、十分な検討を行ったうえで借り入れる必要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

５ 中期的財政見通し 

（１）財政収支の試算 

① 試算の留意事項 

中期的財政見通しの将来値推計にあたり、令和２年度一般会計決算額と令和３年度一

般会計当初予算額を基準値とし、令和４年度から令和８年度（２０２６年度）までの５

年間における収支見通しを試算しました。 

歳入見通しの試算については、繰越金や基金繰入金等の臨時的性格の収入を算定から

除外しており、各年度の歳入にかかる実数値は若干低めとなっています。 

歳出見通しの試算については、令和４年度以降を継続予定している事業や実施計画（令

和４年度～令和６年度）の採択事業を当該数値として用いて試算しております。 

 

② 歳入の見通し 

  自主財源では、市税は新型コロナウイルス感染症の市民税等による影響は限定的と見

込んでおり、令和４年度において若干の減収は見込まれるものの、令和５年度以降は持

ち直すことを期待して見込んでおります。分担金・負担金や使用料・手数料は、概ね横

這いで推移すると試算しております。財産収入は、市有財産の貸付収入などを概ね横這

いで推移すると試算するほか、計画に基づく市有地売払い収入を見込んでおります。 

繰入金については、当該年度の収支不足を明確にするため財政調整基金、減債基金等

からの繰入れは皆無としていますが、特定目的基金についてはそれぞれの目的事業の予

算化に合わせ繰入額を見込んでおります。その他の自主財源は、概ね横這いで推移する

と試算しております。 

依存財源においては、地方譲与税等各種交付金は国の制度見直し等を現時点で予測す

ることが困難であることや景気動向等の不確定要素が多いため令和３年度と同額として

おります。地方交付税は、令和４年度において市税の減収見込に伴う基準財政収入額の
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減額が見込まれるに加え、社会保障関係費の増に伴う個別算定経費の増など基準財政需

要額の増額が予想されることから増額を見込んでおります。令和５年度以降は、市税の

増収見込みに伴う基準財政収入額の減額が見込まれることから減額を見込んでおります。

国庫支出金、県支出金、地方債は各年度の投資的経費や扶助費の影響を受け増減する試

算となっております。 

 

③ 歳出の見通し 

義務的経費では、人件費における職員数は、今年度４月１日現在の人数から今後５年

間における定年退職者と職員採用予定人数を同数として見込んでおります。ただし、会

計年度任用職員制度に係る人件費については、それぞれの事務事業費に係る経費として

捉え各経費に折り込んでおります。扶助費は近年の経済情勢の影響で社会保障関係費が

増加していることを考慮して、生活保護費や障害福祉費については、過年度の対象人員

の伸びを参考に事業費を試算しております。公債費については、既発債の償還予定額に

今後計画される公共事業や施設整備等に伴う新発債の分を加味して試算しております。 

投資的経費では、令和３年度に文化交流情報発信施設整備事業が完了しますが、道路・

街路事業、屋内多目的運動場整備事業、市営住宅整備事業、高嶺小学校移転改築事業等

が続く見込みであります。 

その他の経費では、物件費は文化交流情報発信施設管理委託料等の増を見込んでおり

ます。補助費等は、一部事務組合に対する負担金について毎年度の変動を勘案し、概ね

横ばいと見込んでおります。また、積立金はふるさと応援寄附金を基金積立する以外は、

決算剰余金も見込まないこととし、その他は令和３年度当初予算額を基本として試算    

しております。 

 

④  収支の試算 

歳入・歳出試算の結果、各年度において多額の収支不足が生じ、令和４年度から令和 

８年度までの５年間で収支改善を特段講じないまま推移した場合、累積赤字である収支 

不足合計額は４１億１，０３０万７千円となります。 

     予算編成においては、収入の不足分を基金取崩しにより充当することで基本的には対 

    応することとなりますが、今後は基金残高の減少や市税をはじめとした自主財源の大き 

    な伸びは期待できず、旺盛な行政需要をすべて満たし財政運営を行ううえでは、厳しい 

    状況であることが予想されます。 
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＜表２ 中期的歳入歳出の収支試算表（５年推計）＞ 

（千円） 備　　　考

令和4年度試算 令和5年度試算 令和6年度試算 令和7年度試算 令和8年度試算

　自主財源 6,820,413 6,821,176 6,927,781 7,202,877 7,276,045

5,848,847 5,968,173 6,056,086 6,125,083 6,123,378 各税目ごとに調定額等を積算し、過去の伸率・徴収率を基に推計

96,668 97,268 95,664 94,638 94,638 令和3年度当初予算額を基本として推計

220,393 220,393 220,393 220,393 220,393 令和3年度当初予算額を基本として推計

178,755 100,940 100,940 100,940 100,940 令和3年度当初予算額を基本として推計

64,959 67,640 91,236 298,361 373,234 ⼟地売払い収⼊は計画額。貸付収⼊は令和3年度当初予算額を基本として推計

258,340 250,002 250,002 250,002 250,002 主にふるさと応援寄附⾦。令和3年度当初予算額を基本として推計

1 1 1 1 1 費目存値

152,450 116,759 113,459 113,459 113,459 財調・減債・公共施設基⾦の繰⼊を除いた額
（※主に「ふるさと基⾦」。）

　依存財源 22,629,966 21,350,092 20,067,450 20,506,522 21,407,053

1,412,919 1,412,919 1,412,919 1,412,919 1,412,919 令和3年度当初予算額と同額として推計

79,299 79,299 79,299 79,299 79,299 令和3年度当初予算額と同額として推計

6,188,340 5,841,369 5,773,917 5,720,967 5,722,249 普通交付税︔現⾏制度を前提に過去伸率を加味し需要額を算出。
収⼊額は地⽅税等の試算を反映。●特別交付税は令和2年度実績を踏襲

8,271,527 7,625,595 7,188,884 7,320,402 7,643,948 各年度の歳出計画額を踏まえ試算。

4,906,312 4,465,041 4,497,962 4,891,466 5,268,169 各年度の歳出計画額を踏まえ試算。

1,771,569 1,925,869 1,114,469 1,081,469 1,280,469
各年度の歳出計画額を踏まえ試算。
※臨財債は、普通交付税の推計と連動させて推計

歳⼊合計　（Ａ） 29,450,379 28,171,268 26,995,231 27,709,399 28,683,098

（千円） 備　　　考

令和4年度試算 令和5年度試算 令和6年度試算 令和7年度試算 令和8年度試算

　義務的経費 17,701,699 17,931,297 18,103,603 18,330,735 18,503,711

4,324,710 4,295,598 4,293,234 4,288,320 4,288,320 令和3年度当初予算額及び職員数を基に、定年退職年を基本とした採⽤⼈数を考慮し
て試算

11,435,908 11,697,512 11,944,872 12,244,755 12,558,731 ・障害・生保は原課推計。その他扶助費は令和3年度当初予算を基本として推計。

1,941,081 1,938,187 1,865,497 1,797,660 1,656,660 既発の償還予定額に、令和3年度以降の新規発⾏分を加算

　投資的経費 4,780,191 3,901,538 2,416,697 2,522,883 3,208,933

4,751,191 3,872,538 2,387,697 2,493,883 3,179,933
令和3年度当初予算額を基本とし、令和4年度以降は実施計画における普通建設事業費を積上
げて推計

29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 令和3年度当初予算額を同額として推計

　その他の経費 7,933,134 7,649,578 7,602,955 7,447,922 7,436,672

3,179,892 2,904,554 2,897,626 2,747,069 2,737,069 令和3年度当初予算額を基本とし、令和4年度以降を推計

217,619 239,208 218,838 218,838 218,838 令和3年度当初予算額を基本とし、令和4年度以降を推計

1,926,648 1,890,748 1,877,522 1,873,562 1,873,562 令和3年度当初予算額を基本とし、各⼀部事務組合の負担⾦について毎年度の変動を
勘案して推計

254,808 254,808 254,808 254,808 254,808 令和3年度当初予算額を同額として推計

2,331,734 2,337,827 2,331,728 2,331,212 2,329,962 令和3年度当初予算額を基本とし、令和4年度以降を推計

22,433 22,433 22,433 22,433 22,433 令和3年度当初予算額を同額として推計

歳出合計　（Ｂ） 30,415,024 29,482,413 28,123,255 28,301,540 29,149,316

△ 964,645 △ 1,311,145 △ 1,128,024 △ 592,141 △ 466,218

(Ｄ) ※令和3年度以降は、繰越事業は⾒込まない（対象外）こととする。

(Ｅ) △ 964,645 △ 1,311,145 △ 1,128,024 △ 592,141 △ 466,218

△ 964,645 △ 2,275,790 △ 3,403,814 △ 3,995,955 △ 4,462,173

400,000 300,000 300,000 300,000 300,000

△ 564,645 △ 811,145 △ 828,024 △ 292,141 △ 116,218

1,534,947 1,023,802 495,778 503,637 687,419

0 0 200,000 200,000 300,000

△ 400,000 △ 500,000 △ 300,000 △ 300,000 △ 350,000

846,623 346,623 246,623 146,623 96,623年度末の基⾦残⾼

財政調整基⾦【積⽴】

財政調整基⾦・減災基⾦【取崩】

うち財調基⾦の年度末残⾼

公共施設整備基⾦【積⽴】

公共施設整備基⾦【取崩】

　⼈件費

　扶助費

　公債費

収⽀差残⾼(累計）

差引合計(A)-(B)＝（C)

翌年度への繰越財源

　補助費等

　積⽴⾦

　諸⽀出⾦等その他

収⽀⾒込み(Ｃ)-(Ｄ)

　繰出⾦

　普通建設事業

　災害復旧事業

　物件費

　維持補修費

歳⼊
（⼀般会計）

　地⽅税

　都道府県⽀出⾦

　分担⾦・負担⾦

　使⽤料・⼿数料

　諸収⼊

　財産収⼊

　寄附⾦

　繰越⾦

収⼊⾒通し

⽀出⾒込み

　地⽅特例交付⾦

　地⽅交付税

　国庫⽀出⾦

　地⽅債

歳出
（⼀般会計）

　繰⼊⾦

　譲与税・交付⾦
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Ⅱ．行政改革推進と財政健全化に向けた対応 

 

１ 計画的な予算編成による収支改善 

令和４年度から令和８年度までの収支見通しについては、先に示したとおり、５年間に

おける本市の財政状況は厳しい状況にあります。 

その対応として、当初で全ての歳入歳出を計上する「総計予算主義」を原則とした予算

編成を行い、また、各事業において５年分の編成計画を立て、事業の進捗や優先度を明確

化することにより、財源を計画的に配分し、中長期的な収支差の縮減に努めてまいります。 

そのためには、事業ごとの効果検証を行い、歳出の見直しや経費の縮減を図り、行財政

の効率化に努めるとともに、新たな行政需要に対してはスクラップ・アンド・ビルドの視

点で既存事業の見直しによる財源の有効活用を図るなど、限られた財源を活かした、身の

丈にあった予算編成に取り組むこととします。 

 

 

２ 行政改革推進による財政健全化方策 

（１）財政健全化方策について 

「第８次糸満市行政改革大綱」は、厳しい財政状況と高度化・多様化する市民ニーズや

社会経済情勢の変化に対応しつつ、行政改革の具体的な推進項目を定めて、ひとつひとつ

着実に取り組んでいくことを通して、第５次糸満市総合計画が目指す「つながりを深めチ

ャレンジするまち糸満市」の実現につなげていくことを目的としています。 

財政健全化方策を検討するにあたっては、同行政改革大綱との整合性を保ちながら各年

度における収支のアンバランスを解消していくことが必要であります。 

よって、今回の財政計画（令和４年度～令和８年度）は、第８次糸満市行政改革大綱を

財政健全化方策の一つとして位置づけ、取組事項を指針として財政運営の健全性を確保し

ていきます。 

 

（２）行政改革の取組内容とさらなる見直し 

 

    ①持続可能な安定した財政基盤の確立  

〇行政のデジタル化の推進 

 市民の利便性向上と業務の効率化を図る観点から、デジタル技術や情報通信技術の

利活用を推進し、業務効率化により捻出された人的資源をより価値を創造する業務に

振り向け、行政サービスの質の向上に取り組むとともに、行政手続のオンライン化に

よる市民の利便性向上や行政手続のコスト削減を推進します。 

  

〇効率的かつ効果的な行政経営 

 持続可能な行政サービスを提供していくため、他市町村との事務の広域化の検討を

含め最少の経費で最大の効果を挙げることを意識しながら事務事業の成果・コスト等

について行政評価を実施し、「選択と集中」により必要性や成果が低いものについて

はスクラップアンド・ビルドの視点による見直しを行います。 

 また、行政手続における押印の見直しに取り組むとともに、窓口サービス見直しの

検討を行い、業務の円滑な実施や効率化に取り組みます。 

 さらに、今後は老朽化した施設の大規模改修や建て替えに係るコストが大幅に増大 

することが見込まれていることから、公共施設の更新や必要性や他市町村との広域化 

の検討を含め、修繕・更新に係るコストの削減及びその負担の平準化を図ります。 

 加えて、指定管理者制度やＰＦＩなどＰＰＰの推進による民間の資金及びノウハウ 

の活用や各種基金の計画的な運用に向けての取り組みなどにより、行政サービスの向 
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上と経費の節減合理化を図り、効率的かつ効果的な行政経営に取り組みます。 

 

〇歳入の確保  

未利用市有地等の有効利用やふるさと応援寄附の取り組み推進、市有財産を有効活

用したネーミングライツ等による新たな歳入の確保及び受益者負担の観点から使用料 

     ・手数料の適正化に取り組むとともに徴収を強化します。 

       

          〇市税の適正課税と収納強化 

関係機関等との連携強化や現地調査により、課税客体を的確に把握し適正な課税に

努めるとともに、支払方法の多様化による納税者の利便性向上や滞納整理事務の強化 

      など収納率の向上を図ります。 

 

     〇補助金等の適正化  

各種補助金等については、公益性、費用対効果、公平性等を常に検証するとともに、 

     社会経済情勢や市民ニーズ等の変化を踏まえながら、公費を支出する必要性や費用 

     対効果が低い事務事業等については、補助金等の見直しを行うなど適正化を図るこ 

とにより、限られた財源をより必要性の高い施策に振り向けられるよう努めます。 

 

〇特別会計の健全化及び扶助費の適正化  

一般会計と区分して経理する農業集落排水事業、国民健康保険事業、介護保険事 

      業等の特別会計については、安定的な運営のため、歳出の適正化や事務事業の効率 

     化による財政の健全化に取り組むとともに、市民の公平負担の観点から一般会計か 

らの繰出金の抑制に努めます。 

 特に、農業集落排水事業については、公営企業会計への移行に取り組みます。さ 

らに、使用料については、事務事業の進捗管理の中において、下水道使用料との均 

衡を図っていきます。 

地方公営企業である水道事業会計及び下水道事業会計については、独立採算制の原

則に基づき、広域化を含め経営戦略による経営健全化を図ります。とりわけ下水道事

業会計については、適正な受益者負担の観点から、下水道使用料の見直しを行います。 

また、生活保護費については、その約半分を占める医療扶助費の適正化に向けて、

レセプト点検や健康管理支援等を進めていきます。 

 

 

Ⅲ．今後の財政運営の健全性確保に向けて 

 

（１）将来の財政基盤づくり 

①財政調整基金、減債基金及び公共施設整備基金の管理計画 

 中期的財政見通しの推計結果から計画的財政運営の必要性は明らかでありますが、今

後、適切な財源措置を図り、将来に向けた財政健全化を推進するためには、歳入の確保

と歳出の圧縮に加え、基金運用の適正な管理計画を立てる必要があります。 

 特に財政調整基金、減債基金及び公共施設整備基金については、無秩序な運用を控え、 

適正な活用しなければならず、計画策定は的確な運用を目指すことに繋がります。 
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                 ＜基金の管理運用計画＞         （単位：千円） 

 令和 4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

財政調整基

金 

積立 400,000 400,000 300,000 400,000 400,000 

取崩 △607,562 △679,521 △550,035 △459,556 △133,633 

年度末残高 936,327 656,806 406,771 347,215 613,582 

（単位：千円） 

 令和 4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

減債基金 

積立 0 0 0 0 0 

取崩 0 0 △200,000 0 0 

年度末残高 307,213 307,213 107,213 107,213 107,213 

                                                                         (単位：千円) 

 令和 4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

公共施設整

備基金 

積立 0 0 200,000 250,000 300,000 

取崩 △480,000 △500,000 △300,000 0 △200,000 

年度末残高 676,242 176,242 76,242 326,242 426,242 

 

 

（２）計画の実現に向けて 

今後の財政運営の健全性を確保するため、財政健全化策として位置付けている「行政改

革大綱」を推進にするためには、その効果的進行管理を行うことが最も重要であります。 

上記に掲げた方策は、以前から、行政改革検討委員会等において盛んに議論・検討され

ており、今後それらの方策を点検し、着実かつ確実に実行することで多額の収支不足が改

善され、将来において自主的・自立的な財政運営に取り組むことができます。 

そのためには、職員一人一人が市の抱える諸問題を正しく理解し、解決の方策検討時に

おいても厳しい財政状況を認識した対応が必要となります。また、財政健全化のための方

策を常に意識しながら、業務を遂行することにより効率的な財政運営が可能となります。 

行政は、公金という市民負担に基づいて市民の負託に応えていくものであり、市民が望

む行政サービスを提供するためには、受益に応じた負担の適正化も必要であります。個々

の事業ごとにそのコストを明確に把握し、サービス水準と合わせ、市民負担についても調

査・検討する必要があります。 

 

最後に、持続可能な財政運営を最終目標としつつ、市民ニーズに即した行政需要への対

応と同時に中長期的な財政収支の均衡を達成するためには、財政健全化策である行財政改

革に市全体が一丸となって取り組む必要がある事を改めて申し添えます。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 


